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資料５ 参考資料 

※障害福祉計画策定に係る実態調査及び PDCAサイクルに関するマニュアル P.18より一部抜粋 
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追加資料 事前質問一覧 

 

1 

 

No. 該当箇所 意見 回答 

1 44 ページ 

No.95 

 

「No.95 グループホーム事業の充実と利用促進」の概要に、重

度の障害がある人の利用が極めて少ないことから、「重度の障害

者の利用促進」を明記してください。以下、下線部が挿入部分で

す。 

 

共同生活援助（グループホーム）の新規開設や施設整備につい

て、関係機関と連携して支援していきます。特に重度の障害者の

利用を促進します。また、開設後は、相談支援事業所を通じて、

利用希望者に積極的に情報を提供することで、利用を促進してい

きます。 

 

 

 

共同生活援助（グループホーム）は、特別に重度の障害者を対

象としているものではなく、障害の程度に関わらず必要とされ

ているサービスです。また、重度の障害者でなくても、合う場所

が見つからずになかなか利用につながらないケースがありま

す。 

一方で、障害の種別や程度に関わらず必要なサービスを提供

できる体制の整備は重要であり、以下のように変更します。 

 

共同生活援助（グループホーム）の新規開設や施設整備につ

いて、関係機関と連携して支援を行い、利用希望者が利用でき

るよう、受け入れ体制を整備していきます。また、開設後は、相

談支援事業所を通じて、利用希望者に積極的に情報を提供する

ことで、利用を促進していきます。 

2 46 ページ 入所施設やグループホームは、障害者の自立生活にとって大事

ですが、もう一つの選択肢として、居宅介護、重度訪問介護、移

動支援等のヘルパー制度を活用した地域生活のあり様も創って

いく必要があります。その点から、「107 高齢者等ゴミ出し支援

事業」の次に、「No.108」として「ヘルパー制度を利用した地域で

の生活支援」の項目を加えて下さい。 

 

108 ヘルパー制度を利用した地域での生活支援 

居宅介護、重度訪問介護、移動支援等のヘルパー制度を活用した

地域生活の支援に努めます。 

各サービスに想定されている一般的な機能の範囲内であり、

No.91、No.92 の事業に含まれています。 



追加資料 事前質問一覧 

 

2 

 

No. 該当箇所 意見 回答 

3 50～53 ページ 「第 4 次つくば市障害者計画」は、来たる 2027 年度から 2032

年度までの 6 年間を計画期間として策定されるものです。「基本

目標 7 社会参加の促進」を「第 3 次」のそれと比較する（別紙参

照）と 3 事業（「120 つくば福祉の店事業」「129 傾聴ボランティ

ア事業『おうち de 交流』」1）「139 障害者の余暇活動支援」）が

新規に掲載されたもので、残りの 19 事業（No.119～139）は掲載

場所は異なりますが、「ほとんどが第 3 次」事業の引き写しです。

現在、国も障害者の生涯を通じた学びやスポーツ文化・芸術活動

の振興に努めています。つくば市内でも、各種民間団体等で、そ

れらの保障に向けた取り組みが活発に行われています。そうした

下にあって、2027 年からの 6 年間（～2032 年度）の計画として

は、中身が貧しすぎると考えます。せめて、次の計画を「施策の

方向性」に加えることを希望いたします。 

 

⓵移動支援・行動援護事業等の充実 

⓶地域交流センターにおける障害者利用の促進と講座の開催 

③余暇活動団体等交流・紹介事業 

⓸つくば市障害者余暇活動支援センターの設置 

 

注 1）「129 傾聴ボランティア事業『おうち de 交流』」は、高齢

者福祉事業に位置づけられると思われます。 

 

 

 



追加資料 事前質問一覧 

 

3 

 

No. 該当箇所 意見 回答 

 

 

 ①No.120 の下に、新たに「No.121」を設け、次の項を設けること。 

No.121 移動支援・行動援護事業等の充実 

障害者が希望する余暇活動に参加するための移動の保障として、

移動支援・行動援護事業等の充実に努め、重度障害者の余暇活動

への参加を促します。 

 

⓶生涯学習の中核を担っているのは、地域交流センターです。格

差是正のためにも、障害者向け講座の開催など、障害者の利用に

特化した地域交流センターを指定してください。その点から、

「No.122」の次に、新たに「No.123」を設け、次の項を加えるこ

と。 

No.123 地域交流センター活用事業 

各種講座への障害者の受講（合理的配慮の提供）、障害者向け講

座の開催など、地域交流センターの障害者利用を促進します。 

 

③つくば市には、知的障害者のバスケットチーム、バリアフリー

ダンス（ＤＡＳ）、よか活動支援センター（社団法人 ULURA）など、

障害者の余暇活動を保障しようと取り組んでいる団体がありま

す。しかし、それらの存在や活動が、十分に障害当事者や家族に

周知されていないと思われます。その点から、「No.139」の次に、

新たに「No.140」を設け、次の項を加えること。 

No.140 余暇活動支援団体交流・紹介事業 

余暇活動に取り組む各団体が一堂に会し、活動紹介のブースを作 

移動支援・行動援護の充実については、事業 No.91、92 の中

に含まれています。 

 

 

 

 

地域交流センターは、市民の交流の場として設置しているも

のであり、他課等で講座を開催する際に、担当課等からの依頼

により場所を提供しています。 

 

 

 

 

 

 

 53 ページの「139 障害者の余暇活動支援」について、下記の

通り追記します。 

 

 「障害者の余暇時間を充実させるため、余暇活動の機会と場

の提供を行います。また、障害児者の余暇活動団体一覧を作成・

公表し、社会参加を推進しています。」 
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No. 該当箇所 意見 回答 

  

 

 

53 ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53 ページ 

No.139 

 

り、障害者とその家族、及びボランティアと各団体が交流する機

会を作ります。 

 

④障害者等が文化芸術等の趣味の活動やスポーツ・レクリエーシ

ョン活動に参加できるよう、必要な支援や情報の周知などを総合

的に取り扱う機能を持つセンターが必要です。当面、「よか活動

支援センターつくば」(社団法人 ULURA)の活動への支援を強化し

充実発展させることが大事です。その点から、「No.139」（あるい

は前述の 140） の次に、新たに「No.140」(あるいは 141)を設け、

次の項を加えること。 

No.140(あるいは 141) つくば市障害者余暇活動支援センターの

設置 

障害者と家族が、余暇活動への参加を希望した時に、相談したり、

体験したりできる機会を作るとともに、調査研究を進める機能を

持つセンターの設置を進めます。当面「よか活動支援センターつ

くば」(社団法人 ULURA)の活動への支援をします。 

 

今後の「障害者の余暇活動支援」を充実していくためには、行

政機関だけに頼るのではなく、地域の余暇活動団体等の緩やかな

ネットワークを活用していくことで、地域力を発揮した障害福祉

を展開できると思います。そこで以下のような文言（下線部分）

を加筆修正することを望みます。 

「障害者の余暇時間を充実させるため、余暇活動の機会と場の提 

 

 

 

 御要望として承ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下記の通り文言を修正しました。 

 

「障害者の余暇時間を充実させるため、余暇活動の機会と場

の提供を行います。また、障害児者の余暇活動団体一覧を作成・

公表し、社会参加を推進しています。」 
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No. 該当箇所 意見 回答 

  供を行うとともに、余暇活動団体等の関係機関とのネットワーク

づくりを進めます。 

 

4 46 ページ 【強度行動障害支援】 

今回の素案では、事業 No.106「強度行動障害のある方への支援

体制の整備」が新規事業として明記されました。本人・介護者・

支援者等へのヒアリングによるニーズ把握、研修受講の促進、関

係機関と連携した支援体制の整備が示されたことを高く評価し、

感謝申し上げます。 

その上で、計画に掲げられた支援を実際に必要な方へ届け、継続

的な改善につなげるため、以下４点を質問・意見として申し上げ

ます。 

 

１ 計画上の位置付けと実施体制について 

事業 No.106 を基礎として、基本目標 5 に「強度行動障害があ

っても安心して暮らせるまち」を独立した施策項目として設け、

担当主体、実施時期及び成果指標を明記することを提案します。

相談窓口、緊急性の判断、支援会議の招集、全体調整及び継続的

なモニタリングを担う主体を、本人・家族にも分かる形で示して

ください。 

 

2 危機の予防、緊急時対応及び入退院時の継続支援について 

人数や行動関連項目の点数だけでなく、生活場所、必要なのに

利用できていない支援、家族の負担及び支援の緊急性を継続的に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画は、障害の有無や程度にかかわらず、誰もが安心して

暮らせるまちを目指すものであり、施策の展開においては強度

行動障害のある方への支援を個別に位置付けておりません。ま

た、事業ごとの指標については、計画には明記しておりません。

施策を進めていくうえで、参考とさせていただきます。 

 

 

 

入院されている方の退院の見込みが生じた際には、医療機関、

福祉サービス事業所、相談支援専門員等と連携し、退院後の支

援につなげています。また、福祉サービスが確保できないこと 



追加資料 事前質問一覧 
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No. 該当箇所 意見 回答 

  把握してください。状態が深刻化する前に、専門職が家庭や事業

所の生活場面を確認し、助言する仕組みが必要です。また、警察

への通報に至る前の福祉的な緊急相談・一時受入れを整備してく

ださい。入院が必要な場合にも福祉とのつながりを切らず、医療

機関、相談支援、居住支援及びサービス提供事業所が、入院前か

ら退院後まで支援情報と退院後の生活に向けた方針を共有する

手順を計画に明記してください。 

 

3 実際の受入れ状況と支援方法の共有について 

指定事業所数や「受入れ可能」との回答だけでは、必要な方が

実際に支援につながっているかを確認できません。強度行動障害

のある方を受入れ可能な事業所の一覧を作成し、事業所ごとの受

入れ可否、現在の実受入れ人数等を把握して、改善に生かしてく

ださい。 

支援会議や事業所間の協議など、複数の担当者が本人の支援方

法を協議・共有した事例を把握してください。その実績を踏まえ、

一つの事業所や一人の支援者に負担が集中しない共同支援の仕

組みを、市独自の補完も含めて検討してください。 

 

4 研修の実践への活用と成果指標について 

強度行動障害支援者養成研修（基礎研修・実践研修）の受講を

促進するとともに、修了者が学んだ内容を実際の支援に生かせる

よう、市内事業所による継続的な事例検討、専門人材からの助言、 

により退院できないという状況が生じないよう、必要なサービ

スの確保や関係機関との連携体制の整備に取り組んでいきま

す。 

 

 

 

 

 

強度行動障害のある方への支援体制の整備を進めていくにあ

たり、事業所等への聞き取り調査を実施する予定です。いただ

いた御意見は調査対象や調査項目の設定の際に活用させていた

だきます。 

 

 

 

 

 

 

 

支援の質を向上させるため、また、特定の事業所・支援者への

負担集中を避けるために必要な仕組みであり、指標案も含め、

今後の施策の推進や進捗評価を行う上での貴重な御意見として

活用させていただきます。 



追加資料 事前質問一覧 
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No. 該当箇所 意見 回答 

  支援内容の振り返りを行う仕組みを整えてください。 

指標は、必要な支援につながっているかを確認し、改善に生かす 

ものとして、次の項目を設定することを提案します。 

 

・支援ニーズ：把握した対象者数、必要な支援につながっていな

い人数と主な理由  

・相談から支援開始：相談を受けた人数、実際に支援が始まった

人数、開始までの日数、未解決の人数と理由  

・実際の受入れ：受入れ可能な事業所の一覧、事業所ごとの受入

れ可否と現在の実受入れ人数、新たに受け入れた人数、受入れに

至らなかった人数と主な理由  

・支援人材と連携：事業所ごとの強度行動障害支援者養成研修

（基礎研修・実践研修）の受講者数、複数の担当者が本人の支援

方法を協議・共有した事例の件数（支援会議、事業所間の協議等）  

・緊急時と入退院：緊急相談・一時受入れの人数、入退院時に支

援会議を行った人数、退院後に地域生活へ戻れた人数  

・本人と家族の変化：支援前後の本人の生活の安定と家族負担の

変化  

・評価と改善：年1回の集計・評価、自立支援協議会等への報告、

評価を受けて改善した内容  

既存記録と本人・家族への簡単な聞き取りを活用し、個人が特定

されない形で毎年度集計・評価してください。その結果と改善内

容を自立支援協議会等へ報告する仕組みを設けてください。 
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